
　　ⅲ　相談機関の連携（内閣府）
　　　 　内閣府では，国や地方公共団体が設

置している相談機関の担当者及び学校
教育関係者の参加を得て，「青少年相
談機関連絡会議」を開催（全国を６ブ
ロックに分け，隔年で３ブロックずつ
開催）し，関係機関等との連携体制の
在り方や相談機能の充実強化のための
方策について，情報交換等を行い，青
少年相談機関活動の充実を図っている。

　③ 　包括的な一次相談・支援窓口の整備・
充実（内閣府）

　　 　内閣府では，平成22年度から，困難を
有する子ども・若者を支援するため，公
的機関において相談業務に当たる職員に
対して，総合的に支援するための法的仕
組みや関係機関の役割等について理解を
深めることを目的とした研修を実施する
とともに，民間団体において相談業務に
当たる職員に対しても，精神医学の基礎
的知識やカウンセリング技能等を習得す
ることを目的とした研修を実施している
ところである。
ウ 　オンブズパーソン等子ども・若者の相
談体制

　 　内閣府では，平成23年度に英国及びス
ウェーデンのオンブズパーソン等子ども・
若者の相談体制，意見聴取等に関する調査
を実施した。本調査結果は子ども・若者育
成支援推進点検・評価会議において，子ど
も・若者の政策決定過程への参加について
検討する際の資料等とすることとしている。

⑵　民間団体等の取組の推進
ア　国民運動等の取組の推進（各省庁）
　 　政府，地方公共団体及び関係団体では，
すべての国民が互いに力を合わせ，社会の
あらゆる分野で子ども・若者の育成支援を
推進するための国民運動を展開している。

イ 　「新しい公共」による子ども・若者を
支える活動等の支援（内閣府，文部科学
省，各省庁）

　 　「新しい公共」は，すべての国民に「居場
所」と「出番」が確保され，様々な主体が
「公」に参画する新たな社会をつくるとい
う重要な政策課題として推進してきたとこ
ろである。平成23年度税制改正により，寄
附税制が拡充されたことを踏まえ，新たな
寄附税制や改正NPO法の円滑な施行・周
知に向けた取組の推進やこれまでの提案に
対する「政府の対応」の着実な実施などを
通じて，「新しい公共」の担い手による実
際の活動が地域社会に幅広く広がっていく
ことを後押ししていくこととしている。
　 　子ども・若者をめぐる現状として，学力
低下の傾向や不登校等が指摘されるなど，
様々な課題への対応が求められている中，
学校だけがその役割と責任を負うのではな
く，「新しい公共」の流れを踏まえ，これ
まで以上に地域ぐるみで子どもを育てる体
制を整えていくことが不可欠である。
　 　このような観点から，文部科学省では，
コミュニティスクール（学校運営協議会制
度），学校支援地域本部，放課後子ども教室，
家庭教育支援等，学校・家庭・地域が連携
して教育を進める取組を支援しており，そ
れぞれの地域で創意工夫のある取組が推進
されている。例えば，学校支援地域本部で
は，地域住民がボランティアとして授業の
補助や読み聞かせ，登下校パトロール等に
ついてサポートを行っている。これらの取
組により，世代を超えた地域住民の交流が
生まれ，地域活動が活発化することもまた，
期待されるところである。
　 　また，地域が抱える課題を住民目線で解
決するため，公民館・図書館等の社会教育
施設における来館者に対する情報提供・相
談業務を発展させ，地域が抱える様々な課
題に対する解決支援サービスの推進に取り
組むとともに，地域住民が主体的に地域の
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スポーツ環境を形成する，「総合型地域ス
ポーツクラブ」等の事業を支援し，だれも
が，いつでも，どこでも，それぞれの体力
や年齢，興味等に応じて，スポーツに親し
むことができる明るく豊かなで活力に満ち
た社会の形成を図っている。
　 　さらに，教育等の政策形成の在り方とし
て，文部科学省では，「新しい公共」の理
念の下，意思決定・意見形成プロセスを国
民に広く開き，現場対話やインターネット
活用により収集された，当事者による「熟
議」（熟慮と議論）に基づく意見を踏まえ
た政策形成の取組を進めている。熟議の取
組の推進による効果として，若者等が公共
に参画する機会が拡大されることや，現場
対話の熟議を通して，希薄化が指摘されて
いる対面でのコミュニケーションが活性化
されること等が考えられ，国レベル，地域
レベル双方の在り方として，一層の取組が
期待されるところである。
　 　平成22年１月からは，関係行政機関や民
間団体が連携し，子どもたちを見守り育て
る「新しい公共」の実現に向けた取組を推
進することを目的として，「子どもを見守
り育てるネットワーク推進会議」（平成23
年末時点で５関係省庁42民間団体が参加）
を立ち上げ，関係機関や民間団体が連携し，
子どもを対象とした相談体制の充実や学
校・地域における子どもの居場所づくり等
の取組を推進している。
　 　また，最近の少年非行の背景には，少年
自身の規範意識の低下やコミュニケーショ
ン能力の不足，家庭や地域社会の教育機能
の低下，少年が疎外感を抱いている現状等
が指摘されており，次代を担う少年の健全
育成を図るためには，こうした問題の解決
に社会全体で取り組む必要がある。
　 　このため，警察では，「非行少年を生ま
ない社会づくり」の取組を全国的に推進し
ており，問題を抱え非行に走る可能性があ
る少年に対して積極的に連絡して手を差し

伸べ，社会奉仕活動への参加促進や就学・
就労の支援等によりその立ち直りを支援す
る活動を行うとともに，少年非行に関する
社会全体の理解を深め，厳しくも温かい目
で少年を見守る社会気運の醸成を図ってい
る。

3 関係機関の機能強化，地域に
おける多様な担い手の育成

⑴　専門職の養成・確保
ア　医療・保健関係専門職（厚生労働省）
　 　医師の臨床研修では，平成23年度に開始
された研修より，募集定員20名以上の臨床
研修病院・大学病院は，将来小児科医又は
産科医になることを希望する研修医を対象
とした研修プログラムを必ず設けることと
している。
　 　また，保健師，助産師を含む看護職員の
養成課程においては，学校保健・地域母子
保健・小児看護学等を教育内容としている。
イ 　児童思春期の心理関係専門職（法務省，
厚生労働省）

　 　厚生労働省では，精神保健福祉センター，
保健所，児童相談所等における相談体制を
強化するため，思春期精神保健に関する専
門家が少ない現状を考慮し，医師，保健師，
看護師，精神保健福祉士，臨床心理技術者
等を対象に，児童思春期における心の健康
問題に対応できる専門家の養成研修を実施
している。
　 　また，様々な子どもの心の問題，被虐待
児の心のケアや発達障害に対応するため，
都道府県における拠点病院を中核とし，各
医療機関や保健福祉機関と連携した支援体
制の構築を図るための事業を平成20年度か
ら３か年のモデル事業として実施してきた
ところであり，平成23年度から，本モデル
事業の成果を踏まえ，「子どもの心の診療
ネットワーク事業」として本格実施してい
る。
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　 　少年鑑別所に勤務する法務技官に対して
は，心理査定や心理療法等に関する専門的
な知識や技術を付与するための研修体制が
整備されており，心理関係専門職として計
画的な養成が行われている。
ウ 　少年補導や非行少年の処遇に関する専
門職
　①　少年補導職員（警察庁）
　　 　少年非行を防止し，その健やかな育成

を支援するには，不良行為等の問題行動
の早期発見と少年及びその保護者に対す
る適切な指導・助言，少年の規範意識の
向上，非行少年の立ち直り支援等のほか，
少年非行に対する社会全体の問題意識の
醸成を図り，犯罪等により少年が被害を
受けた場合には，被害少年及びその家族
に対して，早期の支援を行うことが重要
である。

　　 　これらの活動を行うため，警察では，
少年問題に関する専門組織である「少年
サポートセンター」を全国に193か所設
置するとともに，全国に約940人の少年
補導職員を配置している（平成24年４月
１日現在）。

　　 　少年補導職員は，少年相談，継続補導，
被害少年の支援等の専門的・継続的な活
動を行っており，時代に応じて変化する
少年の問題に的確に対応できるよう，都
道府県単位，あるいは，全国規模で研修
を行うなど必要な知識の修得に努めてい
る。
　②　少年院の法務教官（法務省）
　　 　少年院在院者の矯正教育等に当たる少

年院の法務教官に対しては，職務に必要
な行動諸科学等に関する専門的な知識及
び技術を付与するための研修体制が整備
されているほか，日々の事例を通しての
研究会を頻繁に行うなど，非行少年の処
遇に関する指導力の向上が図られている。
　③　保護観察官（法務省）
　　 　保護観察所及び地方更生保護委員会事

務局において，非行少年等の更生保護，
犯罪・非行の予防に関する業務等を担当
している保護観察官に対しては，家庭等
に複雑な問題を抱えた非行少年等，処遇
困難なケースに対応できるように，処遇
能力の向上に資する研修等の一層の充実
を図ることとしている。

⑵　地域における多様な担い手の育成
ア 　青少年リーダー等の育成（内閣府，文
部科学省，環境省，各省庁）

　 　内閣府では，地域で牽引的役割を担って
いる青少年育成指導者，少年補導委員，子
ども・若者育成支援に関する活動を行う特
定非営利活動法人の指導者等に対して，子
ども・若者に係る諸問題の状況を明確にし
て，対処能力の向上を図るとともに，政府
の子ども・若者育成支援施策についての理
解を深めてもらい，新たな変化にも対応し
得る中核的指導者層を育成し，子ども・若
者育成支援の現場に反映させることを目的
として，中央研修会を東京で，ブロック研
修会を全国６ブロックで開催した。
　 　文部科学省では，次代を担う青少年の育
成を図るため，自然体験活動の指導者養成
等に取り組んでいる。また，独立行政法人
国立青少年教育振興機構を始めとする青少
年教育施設においては，青少年関係団体の
指導者等を対象とした研修を行っている。
　 　環境省では，市民，団体，事業者等の各
主体に対して適切に助言や指導を行い得る
人材の発掘・育成を目的として，平成８年
度から，専門知識や経験を活用して環境カ
ウンセリングを行い得る能力を有する者を
「環境カウンセラー」として登録し，その
情報をデータベース化して広く国民に公表
している。平成23年度末時点において，
4292名の環境カウンセラーが登録されてい
る。
イ　民間協力者の確保
　①　保護司等（法務省）
　　 　近時，犯罪・非行の態様や保護観察に
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付された人の抱える問題の複雑化・多様
化が進んでいることから，これらに適切
に対応するため，幅広い世代・分野から
の保護司適任者の確保に努めるととも
に，保護司研修の充実を図っている。

　　 　なお，法務省としては，近年，保護司
の確保が困難になっている状況にかんが
み，幅広い分野から保護司候補者を得る
とともに新任保護司の不安を軽減するた
めに，保護司の活動を組織としてサポー
トできるよう基盤整備に努めている。

　　 　また，保護司会と地域の関係機関・団
体との連携を強化し，処遇活動，犯罪予
防活動を始めとする更生保護の諸活動を
一層促進するための拠点として，平成20
年度から「更生保護サポートセンター」
を導入してきたが，平成23年度にはすべ
ての都道府県に計55か所設置された。

　　 　さらに，現在，全国各地で，更生保護
女性会やBBS会を始めとする更生保護ボ
ランティア団体が，地域における様々な
機関・団体と連携し，地域住民のニーズ
に応じた多様な活動を行っている。

　　 　これらの活動は，地域社会における主
体的な犯罪予防活動を促進するものであ
り，更生保護の諸施策の円滑な実施に資
することとなることから，法務省では，
積極的にその促進を図っているところで
あり，今後も，各団体の自発性・自主性
を尊重しながら，その活動の一層の促進
が図られるよう支援することとしている。
　②　人権擁護委員（法務省）
　　 　法務省では，様々な人権問題に対処す

るため，幅広い世代・分野の出身者に人
権擁護委員を委嘱している。

　　 　子ども・若者に関する人権問題は，い
じめや体罰，児童虐待，児童買春など，
その対象や問題背景が多岐にわたること
から，すべての人権擁護委員に対し各種
研修を実施し，子ども・若者の問題に関
する知識の習得を図っている。

　③　児童委員（厚生労働省）
　　 　児童委員は，民生委員をもって充てら

れ，全国で約23万人（平成22年12月１日
現在）が厚生労働大臣から委嘱されてい
る。児童委員は，児童及び妊産婦の生活
の保護，援助及び指導を行うが，児童福
祉について，必ずしも専門的知識を持つ
わけではないので，研修の実施によりそ
の知識の習得に努めるほか，関係機関等
と連携して活動を行っている。主任児童
委員は，児童委員の中から約２万1100人
が指名され，児童福祉に関する事項を主
に担当し，関係機関と児童委員との連絡
調整や，児童委員の活動に対する援助及
び協力を行うほか，研修により専門的知
識の習得に努めている。
　④　母子保健推進員（厚生労働省）
　　 　母性及び乳幼児の健康の保持増進のた

め，家庭訪問による母子保健事業の周知
及び声掛け，健康診査や各種教室等への
協力を始め，地域の実情に応じた独自の
子育て支援及び健康増進のための啓発活
動を行っている。
　⑤　少年警察ボランティア（警察庁）
　　 　少年の非行を防止し，その健全な育成

を図るため，次のような少年警察ボラン
ティア約５万9000人を委嘱している（平
成24年４月１日現在）。

　　　○　少年指導委員（約6700人）
　　　 　「風俗営業等の規制及び業務の適正

化等に関する法律」（昭23法122）に基
づき，都道府県公安委員会から委嘱さ
れ，少年を有害な風俗環境の影響から
守るため，少年補導活動や風俗営業所
等への立ち入り等の活動に従事

　　　○　少年補導員（約５万2000人）
　　　 　街頭補導活動，環境浄化活動を始め

とする幅広い非行防止活動に従事
　　　○　少年警察協助員（約300人）
　　　 　非行集団に所属する少年を集団から

離脱させ，非行を防止するための指導・
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相談に従事
　　　 　少年警察ボランティアについては，

深刻化する少年非行情勢を踏まえ，大
学生，女性，PTA関係者等の委嘱に
より，人材の多様化を図るとともに，
問題を抱える少年の立ち直り支援やイ
ンターネットを利用しての声掛け補導
活動等，活動の多様化を図っている。

　　　 　また，警察では，全国少年警察ボラ
ンティア協会が行う各種研修会等の機
会を利用して，少年警察ボランティア
が，少年非行の防止及び少年の健全育
成のための活動を行うために必要な知
識の提供に努めている。

　⑥　少年補導委員（内閣府）
　　 　地方公共団体が委嘱している少年補導

委員（平成21年３月現在約６万6000人）
や少年補導センターの職員の技能や知識
の向上を図るため，相談助言の効果的進
め方等を内容とする研修事業を実施して
いる。
ウ 　同世代又は年齢の近い世代による相
談・支援（各省庁）

　 　BBS会は兄や姉のような身近な存在とし
て，少年たちとふれあい，その健やかな成
長を支援するとともに，犯罪や非行のない
明るい社会の実現を目指して非行防止活動
を行う青年ボランティア団体である。少年
たちと同じ目の高さで共に考え学びあうこ
とを理念としており，悩みの相談にのった
り，学習支援，レクリエーション活動等を
行うほか，全国規模の研修会等を通じて，
必要な知識・技術の習得に努めている。

4 子ども・子育て支援等の充実
⑴ 　子どもと子育てを応援する社会の実現に
向けた取組（内閣府，文部科学省，厚生労
働省，国土交通省，各省庁）
　政府はこれまで，少子化社会対策基本法（平
15法133）に基づき，少子化社会対策大綱（平

成16年６月）及び「少子化社会対策大綱に基
づく重点施策の具体的実施計画について（子
ども・子育て応援プラン）」（平成16年12月）
を，さらに，「新しい少子化対策について」（平
成18年６月），「「子どもと家族を応援する日
本」重点戦略」（平成19年12月）等を策定し，
これらを踏まえ少子化対策を総合的に推進し
てきたところである。
　平成22年１月29日，策定から５年が経過し
た少子化社会対策大綱を見直し，新たな「大
綱」として「子ども・子育てビジョン」を閣
議決定した。「子ども・子育てビジョン」は，
これまでの少子化社会対策大綱が「少子化対
策」という視点からつくられたものであった
ことに対し，「子どもと子育てを応援する社
会」の実現を目指す視点へと基本理念を転換
し，社会全体で子どもと子育てを支え，家族
形成や子育てについて個人の希望を実現する
ことを目指しており，「児童手当」の創設等
の経済面の支援，保育サービス等の基盤整備
及びワーク・ライフ・バランスの推進等，バ
ランスのとれた総合的な子ども・子育て支援
を推進することとしている。また，「子ども・
子育てビジョン」では，同ビジョンで掲げた
理念の実現に向けて，平成22年度から平成26
年度までの５年間の具体的な施策内容と目指
すべき数値目標を盛り込んでいる。さらに，
「子ども・子育てビジョン」等に基づき，す
べての子どもに良質な成育環境を保障し，子
ども・子育て家庭を社会全体で支援するため，
質の高い学校教育・保育の一体的な提供，保
育の量的拡大，家庭における養育支援の充実
などを行う，新たな子ども・子育て支援のた
めの包括的・一元的な制度である，「子ども・
子育て新システム」の構築に取り組んできた。
　同システムについては，平成22年度に引き
続き「子ども・子育て新システム検討会議」
の下で具体的な制度の検討を進めてきた。平
成23年７月に「子ども・子育て新システムに
関する中間とりまとめ」が同会議の「作業グ
ループ」下で開催される「基本制度ワーキン
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グチーム」で取りまとめられた。これを受け，
同月，少子化社会対策会議において「子ども・
子育て新システムに関する中間取りまとめに
ついて」を決定し，残された検討課題につい
て検討し，成案を取りまとめ，平成23年度中
に必要な法制上の措置を講じることとされて
いる税制抜本改革とともに，早急に所要の法
律案を国会に提出することとした。
　その後も引き続き検討を進め，平成24年３
月に少子化社会対策会議において「子ども・
子育て新システムの基本制度について」を決
定し，「子ども・子育て新システムに関する
基本制度」，「子ども・子育て新システム法案
骨子」を定めた。同法案骨子に基づき，３月
末に「子ども・子育て支援法案」，「総合こど
も園法案」及び「子ども・子育て支援法及び
総合こども園法の施行に伴う関係法律の整備
等に関する法律案」の３法案を，税制抜本改
革とともに平成24年通常国会に提出した。

　このような状況の中で，関係機関では次の
ような取組を進めてきた。
ア 　待機児童の解消に向けた保育サービス
と放課後児童対策等の充実（厚生労働省）

　 　待機児童の解消については，平成14年度
から「待機児童ゼロ作戦」を開始し，平成
16年度に策定された「子ども・子育て応援
プラン」に基づき，「待機児童ゼロ作戦」
の更なる展開として，受入児童数の拡大を

図ってきた。
　 　こうした取組の結果，待機児童数は，平
成23年４月１日時点では，約２万5600人と
なり，４年ぶりに減少したものの依然とし
て多くの子どもの受け入れ先が不足してお
り，待機児童の解消は喫緊の課題である
(第2-4-5図)。

　 　このような状況等を踏まえ，平成22年１
月に「子ども・子育てビジョン」を策定し，
保育サービスの定員を毎年約５万人ずつ増
加する目標値を設定，この目標を達成する
ため，平成24年度予算案において，保育所
運営費の確保による保育サービスの量的拡
充等を図ることとしている。
　 　また，平成20年度第２次補正予算におい
て都道府県に創設した「安心こども基金」
を，平成23年度第４次補正予算において積
み増しするとともに，平成22年度末までと
していた事業実施期限を平成23年度末まで
延長し，保育所の整備や認定こども園への
支援等を，重点的に進めている。
　 　さらに，平成22年11月に取りまとめられ
た「国と自治体が一体的に取り組む待機児
童解消『先取り』プロジェクト」に基づき，
質の確保された認可外保育施設への助成
や，複数の家庭的保育者（保育ママ）によ
るグループ型小規模保育事業の推進を図る
とともに，「地方版子ども・子育て会議」
の設置や小規模かつ多機能な保育事業の実

第2-4-5図 待機児童数の推移（平成14～23年度）
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施により，保育サービスの供給が不足して
いる地域にきめ細やかく対応する「地域型
保育・子育てモデル事業」などを進めてい
くこととしている。
　 　共働き家庭など留守家庭における学齢期
の児童に対しては，学校の余裕教室等を活
用し，放課後に適切な遊び，生活の場を与
えて，その健全な育成を図ることを目的と
する放課後児童クラブを実施している。平
成23年５月１日時点において，放課後児童
クラブ数は全国で２万561か所，登録児童
数は83万3038人となっており，保育サービ
スの利用者が就学後に引き続きサービスを
受けられるよう，「子ども・子育てビジョン」
に掲げる数値目標（放課後児童クラブの利
用児童数を平成26年度に111万人とする目
標）の達成などに向け，取組を進めていく
こととしている。また，内閣府と文部科学
省が連携し，地域社会の中で，放課後等に
子どもたちの安全で健やかな居場所づくり
を推進するため，平成19年度から，総合的
な放課後対策として「放課後子どもプラン」
を創設し，原則としてすべての小学校区で
の実施を目指して推進を図っている。
イ　地域における子育て支援（厚生労働省）

　 　少子化や核家族化の進行，地域のつなが
りの希薄化等，社会環境が変化する中で，
身近な地域に相談できる相手がいないな
ど，子育てが孤立化することにより，その
負担感が増大している。とりわけ，３歳未
満の子どもを持つ女性の約８割は家庭で育
児をしており，社会からの孤立感や疎外感
を持つ者も少なくない。
　 　このようなことから，平成19年度から，
身近な場所に子育て親子が気軽に集まって
相談や交流を行う「地域子育て支援拠点事
業」を開始し，①子育て親子の交流の場の
提供と交流の促進，②子育て等に関する相
談・援助の実施，③地域の子育て関連情報
の提供並びに④子育て及び子育て支援に関
する講習を基本事業として推進している。

　 　具体的には，公共施設の空きスペースや
商店街の空き店舗等において実施する『ひ
ろば型』，保育所等において実施する『セ
ンター型』，民営児童館において実施する
『児童館型』の三つの類型により事業展開
を図っており，それぞれ特色を生かした取
組を行っている（平成23年度交付決定ベー
ス：5722か所（うち，「ひろば型」：2132か
所，「センター型」3219か所，「児童館型」
371所））。

　 　特に，ひろば型においては，平成21年度
より機能の拡充を図り，一時預かりや放課
後児童クラブ等多様な子育て支援活動を基
本事業と一体的に実施することで，ひろば
型の施設を中心とした関係機関とのネット
ワーク化を推進している。
　 　このような地域における子育て支援の拠
点については，量的な拡充とともに，当事
者自身が共に支え合い，学び合う地域子育
て支援活動の原点に根ざした活動を広げて
いくことが重要な課題である。このような
認識から，「NPO法人子育てひろば全国連
絡協議会」が組織され，子育て支援者の資
質向上に向け，各種セミナーや研修会の開
催等を行っている。
　 　さらに，乳幼児や小学生等の児童を有す
る子育て中の労働者や主婦等を会員とし
て，送迎や放課後の預かりや病児・病後児
の預かり等の相互援助活動を行う「ファミ
リー・サポート・センター」について，地
域の子育て支援機能の強化に向けて，実施
か所数の拡大を図っている（平成23年度：
669か所）。
ウ 　幼稚園における子育て支援（文部科学
省）

　 　文部科学省では，幼稚園が地域における
幼児期の教育のセンターとしての役割を果
たせるよう，「親と子が共に育つ」という
観点から子育て支援の実施を推進してい
る。具体的には，例えば子育て相談，情報
提供，未就園児の親子登園，保護者同士の
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交流の機会の提供等の子育て支援活動が各
幼稚園で実施されている。また，地域の実
態や保護者の要請に応じて通常の教育時間
の前後に行う預かり保育も各幼稚園で実施
されており，文部科学省では，このような
子育て支援活動や預かり保育を推進するた
め財政措置等の支援を行っている。
エ 　認定こども園制度の普及促進（文部科
学省，厚生労働省）

　 　幼稚園，保育所等のうち，（ア）保育に
欠ける子どもも欠けない子どもも受け入れ
て教育・保育を一体的に行う機能，（イ）
全ての子育て家庭を対象に，子育て不安に
対応した相談や親子のつどいの場の提供等
を行う機能，を備える施設について，都道
府県知事等が認定する「認定こども園」制
度が平成18年10月から開始された。この，
「認定こども園」の認定件数は，平成24年
４月１日現在，全国で911件となっている。
認定こども園に対する，幼稚園・保育所の
枠組みを超えた新たな財政支援策として，
平成20年度補正予算等において「安心こど
も基金」を創設するなど，取組の一層の普
及を図っている。
オ　幼稚園における学校評価（文部科学省）

　 　幼稚園における学校評価については，平
成19年６月に学校教育法，同年10月に学校
教育法施行規則の改正により，自己評価・
学校関係者評価の実施・公表，評価結果の
設置者への報告に関する規定が設けられた。
　 　平成23年11月には，平成22年７月の「学
校評価ガイドライン」の改訂を踏まえ，第
三者評価に係る内容の追加など「幼稚園に
おける学校評価ガイドライン」を改訂し，
幼稚園の特性に応じた学校評価の推進を
図っている。
カ 　保育所・幼稚園と小学校との連携（文
部科学省，厚生労働省）

　 　平成21年４月から一部先行実施されてい
る新しい小学校学習指導要領においては，
幼稚園に加え，新たに保育所との連携や交

流を図ることが盛り込まれるとともに，幼
稚園教育要領においても幼児と児童の交
流，教師同士の交流等の小学校との連携に
ついて盛り込まれた。
　 　これを踏まえ，幼児期の教育と小学校教
育の連携を促進するために文部科学省と厚
生労働省では，平成21年３月に「保育所や
幼稚園等と小学校における連携事例集」を
作成した。さらに，平成22年３月から「幼
児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在
り方に関する調査研究協力者会議」におい
て子どもの発達と学びの連続性を確保する
ための教育方法等について検討を行い，平
成22年11月に報告書を取りまとめ公表した。
　 　また，幼児の学習及び健康の状況を記載
した書類が幼稚園から小学校に送付されて
いることも踏まえ，平成20年３月に告示さ
れた保育所保育指針において，子どもの育
ちを支えるための資料を保育所から小学校
へ送付することや，保育所の子どもと小学
校の児童との交流や職員同士の交流等の連
携を図ることについて示された。これらの
周知等を通して，保育所・幼稚園と小学校
との連携の促進に努めている。
キ 　サービスの第三者評価の推進（厚生労
働省）

　 　福祉サービスの第三者評価事業の更なる
普及を図るため，福祉サービス共通の評価
基準を定めた「福祉サービスの第三者評価
事業に関する指針について」を平成16年５
月に策定し，第三者評価の考え方，着眼点
をまとめ，都道府県に通知した。
　 　また，平成17年５月には，保育所版の第
三者評価基準のガイドラインとして「保育
所版の『福祉サービス第三者評価基準ガイ
ドラインにおける各評価項目の判断基準に
関するガイドライン』及び『福祉サービス
内容評価基準ガイドライン』等について」
を策定し，都道府県に通知を発出，平成23
年３月には一部改正し，周知を図った。
　 　加えて，平成21年３月には，保育現場に
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おいて自己評価が円滑に実施され，養護と
教育の充実が図られるとともに，当該自己
評価を基盤とし，客観的な第三者評価にも
資するような，保育士等及び保育所の自己
評価に関するガイドラインを作成し，都道
府県に周知した。
ク 　認可外保育施設の質の維持・向上（厚
生労働省）

　 　認可外保育施設に対し，より実効性の高
い監督が行えるようにするため，平成13年
に届出制が創設されるとともに，勧告・公
表が監督手段として規定された。現在，各
都道府県（指定都市，中核市含む）におい
てこれらの制度改正に基づく指導監督を実
施し，認可外保育施設の質の維持・向上を
図るとともに，良質な認可外保育施設が認
可保育所に転換しやすくなるよう支援・指
導を行っている（平成22年３月31日現在の
認可外保育施設数：7400か所）。
　 　なお，平成17年４月から，認可外保育施
設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付
を受けた認可外保育施設は，利用料に係る
消費税が非課税とされている。
ケ 　子育て世帯等の住生活の安定の確保及
び向上の促進（国土交通省）

　 　国土交通省では，「住生活基本法」（平18
法61），「住生活基本計画」（平成23年３月
15日閣議決定）及び「住宅確保要配慮者に
対する賃貸住宅の供給の促進に関する法
律」（平19法112）に基づき，子どもを育成
する家庭等住宅の確保に特に配慮を要する
者の居住の安定確保を図ること等を旨とし
て，以下の施策を総合的に推進している。
　　○　子育てに適した住宅の確保の支援
　　 　良質な持家の取得を促進するため，住

宅金融支援機構における証券化支援事業
の優良住宅取得支援制度により，耐久・
可変性能等が特に高い住宅に係る金利引
下げを行っている。

　　 　高齢者等が所有する戸建て住宅等を，
広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃

貸することを円滑化する高齢者等の住み
替え支援制度により，子育て世帯等に広
い住宅を供給する取組を支援している。

　　 　子育て世帯等を対象とした良質な賃貸
住宅の供給を支援するため，地域優良賃
貸住宅制度により，整備費助成や家賃低
廉化助成を行っている。

　　 　また，都市再生機構の民間供給支援型
賃貸住宅制度により，良質なファミリー
向け賃貸住宅の供給を促進している。

　　○　子育て世帯の居住の安定の確保
　　 　公営住宅においては，小さな子どもの

いる世帯や多子世帯等について，入居者
の選考に際し地方自治体の判断により優
先入居の取扱いを行っている。また，小
学校就学前の子どものいる世帯につい
て，入居収入基準を緩和している。

　　 　都市再生機構賃貸住宅においては，子
育て世帯や子育て世帯との近居を希望す
る支援世帯に対して，新規賃貸住宅募集
時の当選倍率優遇や，既存賃貸住宅募集
時の優先申込期間の設定をしている。

　　 　また，民間賃貸住宅においては，子育
て世帯等の円滑な入居を促進するため，
地方公共団体や関係事業者，居住支援団
体等が組織する居住支援協議会が行う民
間賃貸住宅等への入居の円滑化に係る相
談・情報提供等に対する支援を行ってい
る。

　　○ 　子育て支援施設を併設した住宅の供
給

　　 　大規模な公共賃貸住宅の建替えに際し
て保育所等を原則として併設するととも
に，平成22年度からは，子育て世帯等向
け先導的な住まいづくり・まちづくりに
関する取組についても支援している。

　　 　また，市街地再開発事業等における施
設建築物内への保育所等の導入の促進，
総合設計制度における保育所等に係る容
積率制限の緩和等を行っている。

　　 　平成21年10月には児童福祉法（昭22法
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164）の改正に併せ，家庭的保育事業の
用に供する施設を，公営住宅建替事業に
おいて建替え後の戸数要件が緩和される
特例対象に追加した（平成22年４月施行）。

　　○ 　子育てに適した良好な居住環境の形
成

　　 　都心における職住近接により子育て世
帯を支援するため，都市型住宅の供給を
促進している。

　　 　また，シックハウス対策として，建築
基準法（昭25法201）においてホルムア
ルデヒドに関する建材の制限，換気設備
設置の義務付け等が規定されている。

　　 　さらに，健康を維持，増進させるよう
な住宅やコミュニティに関する調査研究
を進めている。

5 子ども・若者を取り巻く
有害環境等への対応

⑴ 　青少年インターネット環境整備法の的確
な施行等
ア 　関係業界の自主的な取組（内閣府，警
察庁）

　 　メディアが提供する情報には，有用なも
のも多い反面，特に性・暴力表現に関する
情報等は，子どもに悪影響を及ぼす場合が
あるとの指摘もあるなど懸念される状況に
ある。青少年を取り巻く有害情報対策には，
まず，関係業界自身が自主的な取組を図る
ことが大切である。
　 　警察では，有害図書類の少年への提供に
ついて，関係機関や地域住民と連携して業
界の自主的措置を促進するよう指導を強化
するとともに，悪質な業者に対する取締り
の強化を図っている。
　 　なお，現在行われているマスコミを始め
関係業界等の取組の状況は，第2-4-1表の
とおりである。

イ　実態の把握（内閣府，文部科学省）
　 　内閣府では，平成21年度より，青少年イ
ンターネット環境整備法の実施状況のフォ
ローアップのための基礎データを得ること
を目的として，青少年及びその保護者を対
象に，青少年のインターネットの利用状況
やフィルタリングの普及状況等を調査する
青少年のインターネット利用環境実態調査
を実施しており，平成23年度調査結果※32

を平成23年10月に公表した。
　 　文部科学省では，平成22年度から，学校・
教育委員会が実施している学校ネットパト
ロールの効率的・効果的な実施方法や継続
的な実施の在り方について調査研究を行っ
ている。また，平成23年度においては，青
少年と携帯電話等メディアに関する調査研
究を行った。
ウ 　インターネット上の違法・有害情報へ
の対応
　①　総合的対策の推進（内閣官房）
　　 　近年は，インターネットを通じて違法・

有害情報が家庭に入り込み，青少年が出
会い系サイト等で被害に遭ったり，有害
情報を利用して犯罪を起こす事案等が発
生している。

　　 　政府では，このような問題に対応する
ため，関係省庁の課長級を構成員とする
「インターネット上における違法・有害
情報等に関する関係省庁連絡会議（通称：
IT安心会議）」を平成17年２月に設置し，
国内外の情報の収集・共有，対応策の検
討，取りまとめを行っているが，平成20
年７月には，さらに局長級を構成員とす
る「インターネット上における違法・有
害情報等に関する関係省庁局長会議（通
称：IT安心局長会議）」を設置し，関係
省庁間のさらなる連携強化を図っている。

　　 　IT安心会議においては，平成19年10
月に，インターネット上の違法・有害情

※32　http://www8.cao.go.jp/youth/youth-harm/chousa/h23/net-jittai/html/
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